
1　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には事業費支弁に係る職員分も含む。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、22年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費には事業費支弁に係る職員分も含む。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

21年度の人件費率　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　　　　　（22年度末）

下関市の給与・定員管理等について

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

116,777,980千円 3,716,583千円 22,563,686千円

一人当たり

22年度 280,062人 18.2%19.3%

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

区　　分

人 千円 千円

（参考）中核市平均一人
当たり給与費【22年度】

1,954,070

千円 千円 千円 千円

3,257,565 6,4802,348 9,167,419
22年度

6,12414,379,054

(H18) 

99.9 
(H18) 

99.5 

(H18) 

97.4 

(H23) 

100.8 

(H23) 

100.8 

(H23) 

98.8 

90

95

100

105

下関市 類似団体平均 全国市平均 

（例） 
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（５）給与改定の状況

①月例給

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

②特別給

 支給月数である。

２　一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

月

－ 3.95

352,462

358,305

－ － － －

％

△ 0.23

円

－ －

（参考）

国の改定率給与改定率

％

較差

民間の支給 公務員の 較差 勧告

割合　　　　　　　A 支給月数　 　　Ｂ A－Ｂ

22年度
－

円

－

（改定月数）

　　　　　　　　　Ｂ

区　　分

人事委員会の勧告

区　　分

人事委員会の勧告

民間給与

　　　　　　　　　　A

円 円

支給月数

（参考）

（改定率）

公務員給与

－

年間支給月数

22年度
月

国の年間

勧告

A－Ｂ

区　　分 平均給与月額 平均給与月額

３級

222,900

356,400

（国ベース）

平 均 年 齢 平均給料月額

月 月 月 月

309,200

２級

185,800

下関市 41.0 323,800 411,913

397,723

山口県 43.5 332,140 407,799

国 42.3 327,205 －

381,574類似団体 42.6 335,481 433,347

給料月額

1号給の

給料月額

最高号給の

１級

135,600

243,700

（単位：円）

413,000

418,100 424,600 458,400 480,500

７級 ８級

289,200 320,600261,900

407,600

366,200

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間

５級 ６級 ９級４級

466,700

540,300
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　　　　②技能労務職

平均給料月額 Ａ／Ｂ

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 歳 円 1.42

うち学校給食員 歳 人 円 円 円 歳 円 1.70

うち用務員 歳 人 円 円 円 歳 円 1.72

歳 人 円 円 円 歳 円 2.07

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

下関市

円 円

うち学校給食員 円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成20度～22年度の３ケ年平均）
※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ

れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③教育職　（高等学校教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④教育職　（幼稚園教育職）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、23年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等
　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

区　　分

公務員 民間

平均年齢 職員数
平均給与月額

（Ｂ）

下関市 50.3 345 337,000 384,864

平均給与月額
（Ａ）

平均給与月額
（国ベース）

対応する民間の
類似職種

平均年齢

352,485 － － －

うち清掃職員 49.4 149 334,100 411,328 355,396

337,300 354,023

209,700

廃棄物処理業 44.6 290,600

346,864 調理士 44.5 208,50050.8 112

52.0 52

218,800うち自動車運転手 44.7 自家用乗用車自動車運転手 57.8451,958 370,100

53.8

380,550 354,610

12 338,300

341,400 361,633 351,231 用務員

うちその他 53.0 20 344,300

－ － －

－－ －

366,127 339,397

国 49.5

山口県 50.7 151 327,316

3,689 283,862 － －－ 321,662 －

類似団体 47.1 358 333,598 397,954 364,342 － － －

区　　分

参考

年収ベース（試算値）比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ/Ｄ

1.57

－ － －

5,660,776 2,853,400 1.98

うち用務員 5,689,596 2,943,200

うち清掃職員 6,353,736 4,035,300

うち自動車運転手 6,921,196 2,993,700 2.31

下関市 44.1 383,300 435,498

区　　分 平 均 年 齢

類似団体 45.8 400,827 465,280

山口県 46.4 392,597 445,261

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

山口県 46.3 386,435 429,680

下関市 46.5 377,200 399,838

類似団体 41.9 336,774 383,281

平均給料月額 平均給与月額

1.93

3



（2) 職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円

円 円 円

円 円

円 円

(  )は、減額措置を行う前の額

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※　該当職員がいない部分については、給料月額を記入していない。

※　職員数が２名以下の場合は、個人情報保護の観点から、平均給料月額を（*）としている。

Ⅱ種　172,200

－

－

－

－

（高等学校） 高　校　卒

教　育　職

（幼稚園校） 高　校　卒 －

一般行政職 大　学　卒 266,207

－教　育　職

区　　　　　分 下　関　市

Ⅰ種　181,200

山　口　県 国

144,500 142,982 140,100
高　校　卒

(145,900)

一般行政職 178,800 176,890
大　学　卒

(180,500)

-技能労務職 137,200 139,772
高　校　卒

－

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

201,700

中　学　卒

大　学　卒

－

-

333,099

363,302

197,666

－－ －

329,683

技能労務職 高　校　卒 － － *

高　校　卒 232,184 275,328

中　学　卒 － *

教　育　職 大　学　卒 － －

（高等学校） 高　校　卒 － － －

大　学　卒

－

*

(141,900)

(201,700)

279,213
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

（注）１　下関市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

８　　級 部長・局長 24人 1.7%

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

９　　級 局長 1人 0.1%

６　　級 課長・主幹 132人 9.3%

７　　級 部次長・参事 50人 3.5%

４　　級 課長補佐・主査 711人 50.3%

５　　級 課長補佐 55人 3.9%

２　　級 主事・技師 97人 6.9%

３　　級 主任・主任主事 244人 17.3%

１　　級 主事・技師 99人 7.0%

１級 

7.0% 

１級 

4.9% 

１級 

6.0% 

２級 

6.9% 
２級 

7.2% 

２級 

19.8% 

３級 

17.3% 
３級 

18.3% 

３級 

28.8% 

４級 

50.3% 
４級 

50.2% 

４級 

23.3% 

５級 

3.9% 
５級 

4.7% 
５級 

7.5% 

６級 

9.3% 

６級 

10.7% 

６級 

9.7% 

７級 

 2.8% 

７級 

 3.3% 
７級 

5.2% 

８級 

1.4% 

８級 

1.5% 

８級 

1.3% 

９級 

0.1% 

９級 

0.1% 
９級 

0.1% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成23年の構成比 １年前の構成比（平成22年） ５年前の構成比（平成18年） 
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（22年度支給割合） （22年度支給割合） （21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５％～２０% ・役職加算　　５％～２０% ・役職加算　　　　５％～２０%

・管理職加算　　１5％～２５％ ・管理職加算　　１０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 退職勧奨制度 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

２％～２０％加算 ２％～２０％加算

（退職時特別昇給　　　　　　廃止済　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

1,434 1,624

下　　　　　関　　　　　市 山　　　　　口　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（22年度） １人当たり平均支給額（22年度） ―

1.45 0.65

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60

1.45 0.65 1.45 0.65

下　　　　　　　　　　　関　　　　　　　　　　　市 国

23.5 30.55 23.5 30.55

33.5 41.3433.5 41.34

47.5 59.28 47.5 59.28

578

59.28 59.28 59.28 59.28

23,871

人事評価制度が構築されていないため、昇級区分に差を設けなかった。

人事評価制度が構築されていないため、成績率に差を設けず一律の支給を行った。

1.35
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 (3) 地域手当

（２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（22年度決算） 5,250

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 750,000

下関市立中央病院医師等 15 60 15

東京事務所 18 4 18

豊田中央病院医師 30 5 15

豊田中央病院長 40 1 15

主な支給対象業務

115,285

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 136,756

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（21年度） 43.7

国民健康保険事務従事手
当

保険年金課等
国民健康保険料の賦課・徴
収業務

月額　2,500円・5,000円

税務事務従事手当 納税課・市民税課・資産税課等 市税の賦課・徴収業務 月額　3,000円・6,000円

社会福祉事業従事手当 生活支援課
福祉事務所に勤務し、指導・
監督を行う場合

月額　10,000円

徴収業務手当 介護保険課、保険年金課
介護保険料・後期高齢者医
療保険料の滞納整理等

日額　250円

保育業務手当 こども課　（保育士） 保育士の業務をした場合 月額　給料月額の4%

行旅死亡人等収容手当 福祉政策課等
行旅死亡人等を収容した場
合

1回　2,500円

集落排水施設業務手当 菊川総合支所農林課
集落排水施設の汚水処理業
務に従事する者

日額　250円

清掃従事手当 環境部に勤務する職員
じん介・し尿等の収集作業等
に従事した者

日額　250円～1,500円

高深所作業手当 建築住宅課等
地上10m又は地下5m以上の
場所で調査等をしたとき

日額　250円

乗船手当 港湾局経営課（船員） 船員法の適用を受ける者 日額　300円

地籍調査業務手当 総合支所地域政策課（管財担当）
山林区域の業務に従事した
者

日額　250円

埋蔵文化財調査従事手当 文化財保護課
発掘現場において、著しく危
険な業務をしたとき

日額　250円

変則勤務手当 市民サービス課
正規の勤務時間及び週休日
が著しく不規則な者

月額　1,000円～4,000円
日額　250円

死亡獣畜処理手当 総合支所農林課等 死亡獣畜を処理した者
大型1体　1,000円
上記以外1体　250円

保健指導手当
保健予防課等
（保健師・看護師等）

結核患者等の指導のため家
庭訪問をしたとき

日額　250円

競艇特別業務従事手当 競艇場 年末年始に勤務した者 日額　3,000円～7,000円

火葬従事手当 保健所総務課（斎場勤務） 火葬に従事した者 日額　250円

精神保健福祉相談従事手
当

保健予防課等
（精神保健福祉相談員等）

精神障害者等を訪問して指
導を行ったとき

日額　250円

手当の種類（手当数） 42

支給実績（22年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員
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霊きゅう車乗務手当 総務部管財課（車両係勤務） 霊きゅう車に乗務した者 乗務1回　250円

野犬捕獲業務従事手当 保健所総務課 野犬の捕獲業務をした者 日額　250円

医師緊急処置手当
下関中央病院・豊田中央病院　（医
師）

正規の勤務時間外に緊急処
置をしたとき

1時間　3,500円

医師調整手当
下関中央病院・保健所・豊田中央
病院・各診療所　（医師）

医師に支給 月額　50,000円～250,000円

分べん業務手当
下関中央病院・豊田中央病院　（医
師）

分べん業務に従事した者
勤務時間内　20,000円
勤務時間外　40,000円

待機手当
下関中央病院・豊田中央病院　（医
師、その他の職員）

正規の時間外等に従事する
ため待機を命じられた者

医師　2,500円
その他の職員　1,200円

麻酔業務手当
下関中央病院・豊田中央病院　（医
師）

看護業務手当
下関中央病院・豊田中央病院　（看
護師等）

看護師・助産士等の職務に
従事する者

月額　10,000円

派遣診療手当
下関中央病院・豊田中央病院　（医
師、その他の職員）

本務場所以外での応援業
務・へき地における巡回診療
業務に従事した者

医師　5,000円
その他の職員　1,500円

看護助手手当 豊田中央病院　（看護補助士等）
看護師等の職務を補助する
者

月額　2,000円

夜間看護等手当
下関中央病院・豊田中央病院　（看
護師等）

交替制勤務により深夜に看護
業務等に従事したとき

1勤務　1,620円～3,300円

死体解剖介助手当
下関中央病院・豊田中央病院　（臨
床検査技師等）

死体解剖介助業務に従事し
た者

1体　2,500円

感染症病床等従事手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所　（看護師等）

感染症病床及び結核検診の
業務に従事した者

日額　250円

感染症予防手当
下関中央病院・豊田中央病院　（臨
床検査技師等）

感染症の患者の面接、感染
症の病原対の駆除等をした
者

1回　250円・500円

放射線取扱手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所　（診療放射線技師等）

エックス線等の照射作業に従
事する者

月額　5,500円　日額　250円

教員特殊業務手当 高校教諭・幼稚園教諭
修学旅行の引率や、災害等
の業務を行った者

日額　900円～3,200円

病理細菌等検査手当
下関中央病院・豊田中央病院・保
健所・試験検査課

病理細菌等の検査に従事す
る者

月額　5,500円

屋外危険タンク等を検査した
とき

資格を有する者が、救急業務
に従事したとき

消防局
火災の出勤指令により出勤し
た者

1回　520円・700円

教育業務連絡指導手当 高校教諭 主任等で職務が困難な者 日額　200円

火災出動手当

消防局

夜間特殊業務手当 消防局

救急救命士手当 消防局

月額　4,000円

全身麻酔を行う業務に従事し
た主たる者

勤務時間内　5,000円
勤務時間外　10,000円

1勤務　700円

救急出動手当 消防局 出勤1回　330円・520円

交替制勤務により深夜に通信
業務等に従事したとき

1勤務　410円～980円

日額　200円

はしご自動車を操作する者

救急の出勤指令により出勤し
た者

危険物タンク高所検査手当 消防局

はしご自動車搭乗員手当
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

支 給 実 績 （ 21 年 度 決 算 ） 666,270

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 22 年 度 決 算 ） 327

支 給 実 績 （ 22 年 度 決 算 ） 791,599

国の制度
との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 21 年 度 決 算 ） 311

支給職員１人当たり
平均支給年額
（22年度決算）

国の制度と
異なる内容

支給実績
（22年度決算）

扶養手当
扶養者に支給　一人当り
6,500又は13,000円

同じ

手　当　名 内容及び支給単価

同じ

297,155

173,956

千円

247,015

203,201 千円 141,406

287,772

147,471

千円

住居手当
借家　1,000～27,000円
持家　3,000円

異なる 国は持家廃止

通勤手当
交通機関　55,000円まで
交通用具2,000～47,300
円

異なる
国は交通用具
2,000～
24,500円

管理職手当
課長級以上の職員に支給
一人当り51,000～83,000
円

異なる

国は課長補佐
級以上に支給
（要件あり）給
料の8～25％

千円 727,849

3,752 千円

98,950 千円

5,429 千円

宿日直手当
宿日直勤務をした場合に
支給1回当り　5,400～
20,000円

異なる
国は1回当り
4,200～
21,000円

休日等に勤務した場合に
支給

41,573

46,675

単身赴任手当
異動により単身生活となっ
た場合に支給（距離制限
あり）　23,000～68,000円

同じ 339,913

休日勤務手当

150,080

管理職員
特別勤務手当

管理職が週休日等に勤務
した場合に支給（支給要
件あり）一人当り　6,000～
18,000円

同じ 9,936 千円
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６　特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

872,000×在職月数×0.6 任期毎

796,500×在職月数×0.45 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた    
         場合における退職手当の見込額である。                                 

25,113,600

17,204,400

872,000 1,180,000 760,000

736,100

885,000

1,090,000

675,000 827,000 625,000

副 市 長 796,500

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長

960,000

555,000

565,000

議 長

700,000 510,000

748,000副 議 長 610,000

3.95

退
職
手
当

市 長

副 市 長

備　　　　考

　　（22年度支給割合）

副 議 長 2.60

報

酬

議 員

議 員

議 長

期
末
手
当

市 長 　　（22年度支給割合）

副 市 長
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成22年 平成23年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 15

税務 135

小　計

総務 395 421 26 一部業務の市長部局への移管による増

15 0

業務見直しによる減

労働 2 2 0

133 △ 2

機構改革に伴う減

商工 47 48 1 機構改革に伴う増

農林水産 131 128 △ 3

業務見直しによる減

民生 327 328 1 業務増

土木 221 214 △ 7

業務見直しによる増

計 1,627 1,647 20
＜参考＞

衛生 354 358 4

44.33

58.81

事務統廃合及び市長部局への移管による減

消防部門 322 322 0

教育部門 399 370 △ 29

退職に伴う減

＜参考＞

83.52

2,348 2,339 △ 9

453

業務増

172 171 △ 1

63.38

439 △ 14 業務見直し及び退職に伴う減

その他 157 158 1

小　計 850

68

合　　計 3,198 3,174 △ 24

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院

水道

835 △ 15

67下水道 △ 1

[  0 ］ 113.33

＜参考＞

特命業務満了に伴う減

[     3,443      ］ [     3,443      ］
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（2)年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

　

　

(3)職員数の推移

（各年４月１日現在）

（注）１　各年における定員管理において報告した部門別職員数

1,627

399

322

2,347

370

1,647

322

850

3,174

2,339

835

2,464 2,402

889

3,198

878

3,232

２１年 ２３年２２年

28歳 32歳 36歳 40歳 48歳 60歳44歳24歳

～ ～

未満 23歳 27歳

52歳 56歳

～ ～ ～

計

～～ ～ ～ ～

31歳 51歳 59歳39歳35歳 55歳

人人人人 人 人人 人 人 人

以上

人

43歳 47歳

人

290

1,640

１８年 １９年

1,705

２０年

1,620

360 347263

過去５年間
の増減数（率）

88 188

一般行政

50491
職員数

人

25 352

414470 440

3,459

534

2,557

3,2913,352

318

388

区　分

20歳 20歳

総合計

（△3.4％）

（△30.7％）

(1.0％）

（△8.5％）

（△7.4％）

（△8.2％）

902 888公営企業等会計計

教　育

消　防

普通会計計

321 322

3,174332

1,673

320

2,354

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

1
 

構成比 

５年前の構成

比 

% 

年度 

部門別 
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８　公営企業職員の状況

　(1)　上下水道事業

  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

※　　１－（１）人件費の状況（普通会計決算）と同基準により算出している。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（22年度支給割合） （21年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　５　　～　　２０　％ ・　役職加算　　　５　　～　　２０　％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.35

0.65

１人当たり平均支給額（21年度）

1,399 1,434

2.60 1.35 2.60

事 業 者 59.3 935,348

1.45 0.651.45

下関市上下水道局 下関市　（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（22年度）

下 関 市 41.1 334,642 504,004

団 体 平 均 45.6 362,100 535,892

240 929,994 185,840

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

・職員給与費には法定福利費及び退職給与金を含む。

基本給 平均月収額

千円 千円

　　計　　Ｂ

335,696 1,451,530 6,048 6,139

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

22年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

- 1,915,781 6.9 8.2

（参考）20年度平均一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

22年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

27,785,178

める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

20年度の総費用に占
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イ　退職手当（２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　退職勧奨制度 その他の加算措置　　　退職勧奨制度

措置（２％　～　２０％加算） 措置（２％　～　２０％加算）

（退職時特別昇給 廃止済 ) （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃止済 ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、22年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給職員１人当たり平均支給年額（２1年度決算）

支給実績（２1年度決算）

上下水道局職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）

235

52,200

年末年始出勤手当 上下水道局職員
年末年始に勤務を命じられた
者

支給実績（２2年度決算） 51,845

支給職員１人当たり平均支給年額（２2年度決算） 237

日額　3,600円・7,200円

災害地派遣手当 上下水道局職員
災害地に派遣を命じられ、復
旧作業に従事する者

日額　3,000円・5,000円

水質検査手当 上下水道局職員
浄水・原水・汚水の水質検
査・研究に従事する者

月額　5,500円

緊急呼出手当
正規の勤務時間外に緊急の
呼出を受け勤務した者

1回当り　1,800円

交替勤務手当 上下水道局職員
交替勤務による浄・配水施設
の操作運転業務に従事する
者

月額　8,200円

作業従事手当 上下水道局職員
交通遮断しない幹線路上で
の作業等に従事した者

日額　400円・600円

54.2

手当の種類（手当数） 6

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 39,974

合併前下関市区域内 － － －

支給実績（22年度決算） 5,197

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 0

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

3,874 27,835 578 23,871

支給実績（22年度決算） 0

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

下関市上下水道局 下関市　（一般行政職・団体平均等）

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55
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カ　その他の手当（２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円同じ

同じ

管理職手当
課長級以上の職員に支給
一人当り51,000～83,000
円

管理職員
特別勤務手当

課長級以上の職員が週休
日等に勤務した場合に支
給　一回当り6,000～
18,000円

休日の正規の勤務時間中
に勤務した場合に支給

夜間勤務手当
正規の勤務時間として、夜
間に勤務した場合に支給

同じ

休日勤務手当

住居手当
借家　1,000～27,000円
持家　3,000円

同じ

8,0008 千円

6,069 千円 303,440

市長部局は交
通用具　2,000
～47,300円

956 千円

130,875

728,000

27,484 千円

18,034

129,794

扶養手当
扶養者に支給　一人当り
6,500又は13,000円

同じ 15,288 千円

通勤手当
交通機関　55,000円まで
交通用具2,000～43,300
円

異なる

22,844 千円

同じ 33,775 千円

（22年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

236,188

手　当　名 内容及び支給単価 （22年度決算） 平均支給年額
一般行政職
の制度との異
同

一般行政職の
制度と異なる
内容
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